
【表紙】

 みずほフィナンシャルグループの坂井でございます。本日は、21年度中間期決算会社

説明会にご参加をいただきまして、誠にありがとうございます。

 初めに、みずほ銀行におけます一連のシステム障害につきまして、投資家の皆さま

はじめ関係者の皆さまには大変なご迷惑をおかけしておりますことを、改めまして、

この場をお借りいたしまして深くお詫び申し上げたいと思います。

 現在、お客さまに安心してご利用いただくために、8月以降に発生した障害を踏まえた

課題認識に基づき、6月に公表した再発防止策の見直しを進めているところでございます。

見直し後の再発防止策につきましては、しかるべきタイミングで、改めて投資家・アナリス

トの皆さまにご報告をさせていただきたいと思っております。

 本日は、21年度の中間期決算ならびに下期の取組み方針を、プレゼンテーション資料に

沿ってご説明をさせていただきたいと思います。

 それでは、早速ですが、3ページ目をご覧いただきたいと思います。







【スライド3】 ＜決算総括＞

 決算の概要からご説明を申し上げます。

 連結業務純益は4,603億円と、前年同期比409億円の増加となっております。年度計画

7,900億円に対する進捗率は58%と、顧客部門を中心に極めて堅調な結果となっておりま

す。

 株式等関係損益は、政策株の削減を継続する一方で、株式含み益の一部の固定化を

目的に導入いたしましたベアファンドにつきまして、自己資本の積み上がり状況や株価

上昇を踏まえまして、株式売却益を見合いに解約損を計上しております。その結果、

この21年度上期につきましては△68億円となり、政策株の減損が発生した前年

同期比では+436億円となっております。

 以上に加えまして、財務構造改革の一環として取り組んでいる退職給付信託の返還を

一段と進めたことや、子会社のグループ資本政策の見直しに伴う税効果の計上といった

要因もございまして、親会社株主純利益は3,856億円と、前年同期比で+1,701億円の

増加となっております。年度計画5,100億円に対し、75%の進捗となっております。



21/11/30 17時2分

【スライド4】 ＜決算ハイライト①＞

 ここからは、3枚のスライドを用いまして、中間決算のハイライトについてご説明を申し上

げます。

【連結業務純益＋ETF関係損益等】

 顧客部門につきましては3,131億円、前年同期比+738億円となっております。個人運用

関連収益に加えまして、海外における預貸金収益の伸長等に牽引をされまして、いずれ

のカンパニーも前年同期比で増益をしております。過年度の中間期決算との比較で

見ても、マイナス金利導入前である15年度の水準を上回り、16年度にカンパニー制を

導入して以降の最高益を4年連続で更新しております。

 市場部門は、前年同期比△415億円の1,458億円となりました。前年度がコロナ禍におけ

る特殊な市場環境だったこともあり、今年度はバンキングにおける債券売却益の減少や、

市場ボラティリティの落ち着きを受けたセールス&トレーディング収益の減少によりまして、

前年同期比では減益となっております。

 スライド右側、収益の質について触れさせていただきたいと思います。5カ年計画におけ

る財務構造改革で目指す安定収益の拡大が、顧客部門が牽引する形で計画を大きく

上回って進捗できているということが確認できます。



21/11/30 17時2分

【スライド5】 ＜決算ハイライト②＞

【貸出金・スプレッド】

 貸出金平残でございますけども、国内外ともに、コロナ禍の資金繰り支援で増加した

20年度上期をピークに減少に転じております。20年度下期比で、国内では1.1兆円の

減少となっております。海外におきましても、欧州、アジアの非日系取引を中心に、同じく

111億ドルの減少となっております。

 貸出金のスプレッドについてですが、国内ではプロダクト貸出の実行や、相対的に

スプレッドの低い短期のコロナ関連貸出の返済が進捗したことによりまして、RBC・CICと

もに1bpsずつ改善をしております。海外では、同様の動きに加えまして、ターゲット先の

見直し等、従来からのスプレッドの改善の取組みが功を奏し、20年度下期比では+5bpsと

改善基調が継続をしております。

【非金利収支（顧客部門）】

 RBCの長期分散、継続を訴求した個人運用ビジネスが前年に続き堅調であったほか、

法人ソリューションも力強く伸び、2,131億円、前年比+380億円の増収となっております。

 CICは、前年に計上いたしました大口のソリューション収益の剥落を主因に、1,239億円と

減収となりましたが、デリバティブや証券のソリューション収益は堅調となっております。

 GCCは、前年度の起債増により、非常に好調だったインベストメント・グレードのDCMが

減収となった一方で、米州におけるノンインベストメント・グレード関連等のプロダクト収益

で打ち返し、前年対比+10億円の1,339億円となっております。



【経費（除く臨時処理分等）】

 構造改革に引き続き取り組み、適切にコントロールをしております。為替の変動や業績連

動報酬といった要因が+150億円でございますけれども、これを除いた実質ベースでは、前

年同期比で130億円の削減となっております。



21/11/30 17時2分

【スライド6】 ＜決算ハイライト③＞

【与信関係費用】

 期初の時点で想定していなかったグローバルな供給サイドへの懸念等も踏まえ、将来の

与信リスクへの備えとしてフォワード・ルッキングに337億円を追加で引当計上し、前年同

期比では315億円の費用減少の496億円となっております。

【政策保有株式】

 21年9月末までの削減実績は累計で2,923億円となっております。22年3月末までの削減

目標△3,000億円対比では、97%の進捗となっております。また、減損を除いた売却のみ

で△2,583億円と、86%まで進捗しております。引き続き、売却のみで3,000億円を削減す

るよう、しっかりとお客さまと交渉してまいりたいと考えております。なお、退職

給付信託からの返還分710億円ございますけども、これは一時的にバランスシートに

計上されているものでございまして、今年度末までに売却をする予定でございます。

【みずほ証券 経常利益】

 好調な顧客部門が牽引し、米国拠点を単純合算したベースの経常利益は786億円と、証

券業界二位の水準となっております。なお、第2四半期単独では証券業界一位の業績と

なっております。

 総じて、コロナ禍の不透明な事業環境が継続する中で、税効果等の要因があったとは

いえ、フォワード・ルッキング的な追加引当対応や、先々への備えとしてのベアファンドの

解約を進めた上で、顧客部門を中心に本業の収益をしっかりと伸ばすことができた堅調

な決算であったと評価をしております。

 それでは、39ページ目までお飛びいただきたいと思います。

































































【スライド39】 ＜本日お伝えしたいこと＞

 ここからは、21年度下期の取組み方針をご説明したいと思います。

 本日、主にお伝えしたいことは3点でございます。

 1点目、経営としてまず最優先すべきはシステムをはじめとした安定的な業務運営の

確立でございます。そのためにも、必要な経営資源の配分を機動的に見直していき

ます。

 次に、不透明な事業環境が継続する中で、上期の実績等を踏まえた修正計画と7期ぶり

の増配に至った考え方についてです。

 最後に、資本活用を具体化していくにあたり、みずほのさらなる成長に向けた戦略、

方向性についてもご説明を差し上げたいと考えております。



【スライド40】 ＜安定的な業務運営に向けた取組み＞

 ページ左側は安定的な業務運営に向けた取組みのうち、再発防止策の見直しについて

の課題認識でございます。

 まずはシステム・危機管理面等の多層的な障害対応力の向上についてです。詳細な

説明はここでは割愛させていただきますけれども、6月に公表いたしました再発防止策に

ついては、8月以降の障害事案を踏まえた課題認識の下で見直しを行い、ここに記載

した認識を踏まえ、さらに強固なものとすべく、順次対応を見直し中でございます。

 左側下段、経営資源配分の見直しでございますけれども、再発防止に向けた取組みを

着実に進めていくにあたって、5月に公表した基盤強化枠については、今後の要望や対

応に余裕を持つという観点で、経費で65億円・投資で30億円の増額としております。

また、IT・営業現場にも必要な人員を機動的に増強しております。

 次に右側、人と組織の持続的強化についてです。昨年来、コロナがまん延する中での

働き方・生活様式の変化に加え、大型の国内営業部店の再編や、CICにおけるインダス

トリーグループ制への移行、さらに本年10月1日からの、職系廃止に代表されるような

人事制度の変更など、〈みずほ〉の従業員は大きな変化の中にございます。

 このようなときであればこそ、〈みずほ〉で働く全ての人が互いの状況や役割に思いを巡

らし、タテ・ヨコ・ナナメのコミュニケーションを行っていくことが非常に重要と考えておりま

す。

 また、目の前の業務の一つ一つを着実に行いつつ、しっかりと前を向いて進んでいく

ために、日々のオペレーションが今までやりやすくなるような実感を一人ひとりが持てる

ように、経営がコミットをしてまいりたいと考えております。また、各層におけるネットワー

キング等を通じまして、本部・現場の双方が変化を実感し、仲間と共感できることも大切

です。



 詳細は後ほど触れますけれども、成長戦略の一つの柱として人財、この「財」は、財産の

「財」と書かせていただいておりますけれども、これへの投資がございます。一人ひとりに

寄り添い、自分がどうありたいかということを、＜みずほ＞とWin-Winの形で胸を張って言

える組織にしていくというのが、私どもの考えでございます。



【スライド41】 ＜経済見通し＞

 修正計画の前提となった経済見通しについては、このスライドを別途ご覧いただきたいと

存じます。



【スライド42】 ＜連結業務純益＞

 5カ年計画を発表した際の連結業務純益は、2021年度に7,000億円程度にもっていくこと

としておりました。

 収益の質的強化という観点では、最重要である安定収益について、貸出や資産運用

関連収益の積み上げ、SI領域への取組み等による粗利の増加に加え、固定費等、経費

の削減も着実に進捗をしております。

 2021年度の中間決算の順調な進捗を踏まえまして、修正計画における安定収益は、

5カ年経営計画で想定した4,200億円を大きく上回る4,610億円と、20年度対比で+470

億円となる見込みでございます。

 一方で、2021年度修正計画におけるアップサイド収益は2,640億円と、活況な市場環境

における収益機会をしっかりと捕捉できた昨年度の対比においては減少を見込んでおり

ますが、当初の計画比では大きく進捗をしております。

 以上、収益のポートフォリオミックスとして見れば、安定収益基盤の継続的な強化、

アップサイド収益機会の着実な捕捉といった、これまで進めてきた戦略が成果となって

表れてきておりまして、23年度の連結業務純益目標、9,000億円程度の超過達成に

向けた手応えを感じているところでございます。



【スライド43】 ＜カンパニー別業務純益＞

 このページは前ページで説明した収益の質についてカンパニー別にお示しした、今回

初めての開示でございます。

 詳細は省かせていただきますが、着実に安定収益基盤が強化されていることがご確認

いただけると思います。



【スライド44】 ＜経費＞

 2021年度修正計画では、好調な業績に支えられた業績連動報酬や為替影響等を除き、

前年度比・期初計画比のいずれで見ても、実質的に経費の抑制は継続をしております。

システム障害を踏まえ、バッファーを織り込んで設定した業務基盤強化枠の増枠や注力

分野への投資等は着実に行いつつも、全体としては経費のコントロールをしっかりと

行っていくように考えております。



【スライド45】 ＜与信関係費用＞

 2021年度の中間期におきましては、裁量的なフォワード・ルッキング引当を追加で計上し

ております。国内を中心に、コロナの再拡大等によりまして、サービス業や供給面での

制約を受ける業種等の与信リスクの顕在化には引き続き留意が必要との認識の下、

2021年度通期見込みは据え置きとさせていただいております。

 引き続き、プロアクティブな与信管理を徹底し、新規の与信コストの発生を防遏してまい

りたいと思います。



【スライド46】 ＜2021年度 修正計画＞

 ここまでご説明した点を踏まえ、連結業務純益を8,200億円と、+300億円の上方修正を

させていただいております。

 市場部門につきましては、海外金利見通しをはじめとした相場動向を踏まえ、より慎重な

運営が必要との判断の下、下方修正をしておりますが、国内外ともに堅調な顧客部門が

牽引し、これを大きく打ち返す形としております。

 株式等関係損益は、上期実績並みの△100億円と、600億円の下方修正としております。

これは、株式含み益の一部固定化を目的としたベアファンドについて、CET1比率が9.6%

と目指す水準を超過している現状や、政策保有株式の売却の進捗による含み益の実現

を踏まえ、22年度より3年度程度かけて徐々に解約していくという当初想定がでございま

したが、これを前倒しで解約していくということでございます。

 これらに加えまして、第1四半期に計上した子会社資本の適正化に伴う税効果のプラス

影響等も踏まえまして、親会社株主純利益は5,300億円と、200億円の上方修正とさせて

いただいております。

 以上、全体としては、今後の経済市場動向や足元の余力を見た前倒し対応等、先々を

見た比較的保守的な計画とさせていただいております。





【スライド48】 ＜CET1比率（新規制）の状況＞

 CET1比率（新規制・その他有価証券評価差額金を除く）ですが、9月末に9.6%と3月末か

ら0.5%改善し、目指すべき水準である9%台前半を当初想定よりも早い時期に超過してお

ります。改善の幅0.5%の内訳は記載の通りでございますが、ベアファンドによる固定化効

果が、このうち約0.2%となっております。

 9月末のCET1水準が良い水準になっていることを踏まえまして、下期はリスクアセットを

より戦略的に使っていくことも想定しておりまして、22年3月末のCET1比率は、横ばいな

いし若干の低下を見込んでおります。

 仮にコロナが再拡大し、昨年と同規模の新たな資金供給を行ったとしても、CET1比率は

9%台前半を維持することが可能です。非常に過度な負荷がかかることを想定したストレ

ス耐性も十分に兼ね備えた水準を確保できていると認識しております。



【スライド49】 ＜ベアファンド運営＞

 ここでは、政策株の含み益を一部固定化する目的で保有するベアファンドの考え方につ

いてご説明します。

 当初5カ年計画では来年以降3年ぐらいで徐々に削減していくという想定でしたけれども、

CET1比率が目指す水準を当初想定よりも早く超過してきたこともあり、また政策株の削

減の進捗に伴う含み益の実現に合わせて、むしろ先々への備えとしてプロアクティブに

解約をしていくこととしております。

 20年度の下期より、ベアファンドの残高を徐々に削減をしておりまして、9月末時点の残

高は、ピーク時のベアファンドの残高からおよそ半減しております。

 今後とも、ベアファンドについては、株価変動リスクを抑制する観点から、自己資本の水

準や損益影響、株価動向等を勘案し、持ち値の適正化、残高調整を機動的に実施して

いく所存でございます。



【スライド50】 ＜資本活用の考え方＞

 ここでは、CET1比率の改善と、収益基盤の着実な改善を踏まえました資本活用の

具体化にあたり、まずその考え方をご説明します。

 今年5月に改定いたしました資本政策に関する基本方針は不変です。資本の充実、

成長投資、株主還元の強化、これらの最適なバランスを取りながら、資本の活用を

具体化してまいります。

 自己資本の充実については、ストレス耐性を維持・確保することはもちろんのこと、将来

の成長投資機会の発現時においても、機動的に動けるように構えてまいりたいと考えて

おります。



【スライド51】 ＜株主還元強化＞

 5月の時点では、コロナ影響が長期化する不透明な事業環境を踏まえ、配当予想を75円

で据え置くことといたしました。

 引き続き、コロナ再拡大をはじめとする環境の不透明感は残存をしております。一方で、

上期の業績と下期の見通しを踏まえまして、顧客部門を中心に安定的な収益基盤の着

実な成長が確認できており、CET1比率が目指す水準を超過していることを受け、目安と

する配当性向40%という水準を勘案し、年間配当予想を前年比+5円の80円とさせていた

だきます。

 なお、自己株式取得については、スライド上段のとおりの株主還元方針に従い、実施の

可否を決定してまいります。



【スライド52】 ＜成長投資の方向性＞

 成長投資を考えるにあたっては、まず優先すべきは、みずほの三つの構造改革の一つ

の柱でございます経営基盤、この中核をなす人財、それとIT・デジタル領域への投資で

ございます。

 人財への投資につきましては、新営業部店体制やインダストリーグループ制への移行も

あり、専門性人材の育成が、法人・個人あるいはIT・事務、さらにはSI領域やSX領域など、

あらゆる分野で必要になっております。加えて、コロナを経て、働き方そのものに対する

価値観の多様化も加速をしておりまして、人材市場のあり方も大きく変化しつつある状況

でございます。

 このような中にありまして、私ども〈みずほ〉の競争優位を支える社員一人ひとりへの人

財投資をより強化し、新人事戦略を本格的にいよいよ展開してまいります。全社員に対

しまして、さらなるキャリアの機会の拡充に向けた専門性を高めるための教育・研修の強

化、公平な処遇を徹底していくことで、持続的な成長を実現してまいりたいと思います。

 各々のビジネス領域で、お客さまをしっかり支えるためにも、誇りと手応えを持って働い

ていける就労環境もつくってまいりたいと思っております。

 併せて、将来の〈みずほ〉を支える多様な人財の確保に向けた採用プロモーションも

強化し、組織力と企業価値の向上につなげてまいりたいと考えている次第でございます。

 右側、IT・デジタル領域の投資でございます。これにつきましては、まずは6月に公表した

再発防止策をさらに強固なものとした上で、必要な経営資源配分をしっかりと行ってまい

る予定です。

 その上で、MINORIが持つオープン基盤としての強みである接続の柔軟性を最大限活用

し、外部との連携によるDX推進を、ビジネス、その他の業務運営の両面で進めてまいり

たいと考えております。



 これらの人と組織の持続的強化を通じ、さらに成長へと向かってまいりたいと考えており

ます。

 スライド下段には、この経営基盤と一体的に取り組むべき事業ポートフォリオから、成長

投資の方向性を説明させていただいております。

 まずはページ左側、既存事業領域の深堀り・拡大についてお話をします。ここには、

各カンパニーの既存事業領域について、さらなる深堀り・拡大の一例を示しております。

 詳細については、次ページ以降にカンパニー別にご覧をいただきたいと思いますけれども、

昨年度から順調な成果に結びついている個人資産の形成ビジネスについては、営業店

の法個分離を経て、それぞれの分野においてさらに専門性に磨きをかけ、サービスの展

開を実施してまいります。

 また、アフターコロナの世界を展望したお客さまの事業構造改革・成長戦略支援、さらに

はSX領域も含めて着実に成果が出ておりますほか、着実に成果が出てきているSI領域

へのさらなる取組みについても加速をしてまいりたいと考えております。

 加えまして、北米資本市場における顧客基盤のプロダクツの拡充、アジア地域におけるト

ランザクションバンキングの深掘り等の余地も十分にあると考えております。

 右側、新規事業領域でございますが、今申し上げました左側の既存事業領域につきまし

ても、チームリフティングに関わるようなインオーガニック投資も考えておりますけれども、

その他の領域ということでご説明をしてまいります。

 この領域に取り組むにあたっては、非金融領域・ノンバンク領域、SX等のゲームチェンジ

への対応に加えまして、先進的技術や事業モデルへの取組みが鍵になると考えておりま

す。

 例えば本日、金融・非金融サービスの融合による新たなビジネスの創出の一例といたしま

して、フリマアプリの国内トップブランドでございますメルカリ様と、販売商品を発送するこ

とができる無人投函ボックス・メルカリポストを、みずほ銀行のATMコーナーに設置する連

携について発表をさせていただいております。また、本件は、当グループの持つリアルの

ネットワークをバーチャルのプラットフォーマーと融合させていくものであるとともに、相互

の顧客層の融合にもつながるものと考えているわけでございます。

 その他、ここに列挙した個別の成長投資案件の具体的な内容につきましては、海外も

含めまして常時検討し、具体化をしつつあるものもございますが、今後しかるべきタイミン

グで個別にご説明をさせていただきたいと考えております。

 続くスライドの53ページから58ページまでは、カンパニー別の戦略を示しております。

時間の関係上、個別の説明は割愛させていただきたいと思いますけれども、例えば55

ページ、左下にお示ししてございますSI領域への取組み等、各カンパニーともにこれまで

進めてきた戦略が、粗利の拡充とともに資本効率の強化、双方につながっている、一つの

極めていい例であると思っております。















【スライド59】 ＜2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ＞

 〈みずほ〉は、サステナビリティを5カ年経営計画の真正面に組み入れ、今や最優先

アジェンダの一つとして取り組んでおります。

 ページの中段にございます、Scope3につきましては、2022年度中に中長期目標を設定

することを既にコミットしてございますけれども、それに向けて排出量の測定や開示を

目的に、様々なグローバルなイニシアティブに積極的に参画をしている次第でございま

す。また、移行リスクにおける高リスク領域を特定し、当該エクスポージャーの削減に

向けた計画のフォローアップ等の取組みにも着手をしているところでございます。

 私どもの基本的なビジネスモデルは、炭素排出量の多い事業をやめなければ融資を

引き上げるといったダイベストメントモデルではなく、徹底的にお客さまと向き合って建設

的な対話を重ね、そして社会・経済全体として、国際的に合意された枠組みに近づいて

いくトランジションのためのエンゲージメントモデルであるということでございます。

 こういった考えの下、具体的な対応としましては、例えば大企業における従来の業種を

超えた大胆な事業ポートフォリオの組み替えや、今やサプライヤーとして中堅・中小企業

におきましてもいろんな取組みが事業構造上の課題となり、その対応が迫られるように

なっております。

 こういった幅広いお客さまに対しまして、私どものグループの機能を結集いたしまして、

上流におきましてはリサーチ、コンサル、あるいは中流におきましてはM&Aや事業承継と

いったサービス、そして下流におきましては金融面ということで、ローンないし資本市場の

取引まで、一気通貫でサポートしてまいるというのが、私どものもう一つの特徴でござい

ます。



 特にファイナンスの面におきましては、日本のエネルギー事情や産業構造の実態に合わ

せたトランジションに資するような、日本初のトランジションファイナンスやトランジション・リ

ンク・ローンの組成を行っております。また、中堅・中小のお客さまに対しましても、

幅広くサステナビリティ・リンク・ローン等のファイナンス商品を提供しているところでござい

ます。

 さらには、IFC（International Finance Corporation）との提携を通じ、日本の炭素需給

バランスに応じた排出権取引需要への対応にも積極的に取り組んでいる次第でございま

す。

 今後の課題といたしましては、日本の産業に根付くものづくりの伝統、あるいは技術力を

生かしながら、産業構造の競争力強化に貢献をしていくこと、それからアフターコロナの社

会も展望しながら、DXやSXといった個々人の価値観の変化に寄り添った形で、私どもとし

てのサービスを提供してまいりたいと思っております。

 このリテールにおけるサービス提供というのは、例えば私どもがやっているJ–Coinに

おける募金の活動ですとか、通帳レスに応諾いただいているお客さまに応じて寄付を

するとか、そういったものは既にございますけれども、そういった形も含めて、さらにこれか

らいろんな形で高度化・展開をしてまいりたいと考えている次第でございます。

 最後に、一言申し上げたいと思います。

 21年度の中間期決算は概ね順調な決算となりました。足元ではコロナの感染再拡大や経

済の回復ペースの鈍化への懸念などの先行きの不透明感には留意を要するものの、私

ども＜みずほ＞の5カ年経営計画も折り返し地点を迎え、いよいよ資本活用を具体化する

フェーズに入っております。

 人財、IT・デジタル領域といった経営基盤、三つの構造改革の一つの基盤を形成しつつ、

事業ポートフォリオのさらなる拡充も含めまして、これまでの戦略を着実に進化させ、さら

なる成長へとつなげてまいりたいと思います。

 グループ役職員一同、引き続き力を合わせてまい進をしてまいる所存ですので、何とぞご

理解とご支援をお願いいたしまして、私からの冒頭のご説明とさせていただきます。ご清

聴ありがとうございました。
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